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建物・土地の利用形態からみた地域特性と

窃盗犯罪発生との関連の検討1)，2)

一岩手県 M 市の 3交番管轄地域を対象として一
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while burglary at r巴sidencesis common in the residential region. The crimes of these two re-
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policy of crime prevention. 
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問 題

犯罪抑止のための環境へのアプローチ

犯罪抑止の分野では，犯罪者の特性の探究や犯罪

者に対する処遇の問題が重視されてきたが，近年，

犯罪とその犯罪が発生した場所や環境との関係を探

ることに関心が寄せられているのchneider& Kitch-

en，2002)。 犯罪の発生する場に着目 したアプロ ーチ

は，環境犯罪学 (environmentalcriminology)と呼

ばれており，犯罪の捜査や予防を主たる業務とする

警察活動には，特に重要な視点を提供する。環境犯罪

学は，元々 ，Brantingham & Brantingham (1981) 

が犯罪の地理的要因への関心から最初に用いた言葉

であるが，今日では， 1960年代以降発展したアメリ

カでの防犯空間理論 (defensiblespace theory) 

(Jacobs， 1961; Newman， 1972)や環境設計による

犯罪予防 (crime prevention through environ-

mental design: CPTED) (Jeffrey， 1977)，イギリス

での状況的犯罪予防 (situational crim巴 preven-

tion) (Clarke， 1997)などを包括する一学派を指す

言葉として定着している。

環境犯罪学は， 犯罪の発生しやすい状況や環境を

分析，除去することで犯罪を未然に防止することに

主眼を置くことから，対象となる罪種は，特定の人

間関係により引き起こされる犯罪よりも，むしろ不

特定多数を対象とした機会犯罪である。機会犯罪と

は，場の状況に応じて機会があれば遂行する犯罪の

ことである。例えば，侵入盗，乗り物盗，車上ねら

い，ひったくり，強制わいせつ，放火(怨恨，自殺，

保険金目的を除く)などがこれに当たる(安全 ・安

心まちづくり研究会，1998;伊藤 ・近江 ・石坂，

1999)。
欧米では， こうした機会犯罪のうち主に窃盗犯を

対象とした研究が報告されている (Poyner，1983)。

国内での環境犯罪学的研究

本邦における環境犯罪学的研究については，当

初，Newman (1972)の防犯空間理論の影響から大

都市部の住宅団地を対象に行われ，建物の密度や高

さなどの物的環境要因と犯罪発生との関連性が指摘

されている(広瀬 ・渡部， 1977;星野， 1984)。近

年は，住環境だけでなく，より広範囲の都市潔墳に

視点を置いた研究が行われてきている。そこでは，

侵入量Eと乗り物盗では犯罪発生に及ぼす環境要因が

異なること(清水，1999)，人口 ・住宅の密集度や

商業との関連度が高い地域でひったくりが多発しや

すいこと(横田 ・室11崎・高松，2000)，閉鎖された

場所(住宅)やオ ープンな場所(道路，駐車場)，基

本的には閉じた空間だが公共の場を含んだ場所(集

合住宅)によって発生する犯罪の種類が異なること

(小俣 ・天野， 1999)が明らかにされている。

これらの研究は，犯罪発生に及ぼす環境要因が犯

罪の種類や手口により異なることを示している。し

かしながら，この種の研究の多くは，犯罪データの

詳細を入手する ことが困難であることから，せいぜ

い市町村，交番管轄区 レベルでの集吾|ーにとどまって

いる。このように集計単位の規模が大きく，集計単

位となる地域内の環境が異なれは、，犯罪発生と環境

との関連についての詳細な検討が困難になる。 した

がって，環境要因を扱う場合，集計単位として，せ

めて町丁目レベルで分析する必要がある。実際，住

民に認知される近隣の範囲は， 30~40 haとの指摘

もあり (Lee，1968)，これは，町丁目の広さとおおむ

ね一致する。したがって，町丁目単位の広さは，住

民の環境認知を反映しており，集計単位として適正

規模と考えることができる(島田 ・原因， 1999)。

地理情報システムによる研究

近年，犯罪抑止研究の分野では， 地理情報システ

ム (geographicinformation system以下 GISと

略す)を活用した分析が科学警察研究所を中心に行

われている。島田 ・原田 (1999)は犯罪抑止研究へ

のGISの適用について，地域の空間構成を数量的に

把握することによって，より的確な場所柄の把握お

よび客観的な防犯診断を可能にするとし，その有効

性を論じている。3)

GISによる犯罪研究では， これまで主に大都市を

対象に建物の密集度や高さを変数として扱っている

ものが多かった。しかしながら，横田他 (2000)，小

3)日本応用心理学会第 75回大会では，IGIS (地理
情報システム)を基盤とする応用心理学研究の可
能性」というテーマでシンポジウムが開催され，
GISによる防犯教育のための地域安全マップの作
成や住民の生活関連施設へのアクセス評価など応
用心理学分野での GISの発展可能性が論議されて
いる。
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俣 ・天野 (1999)も指摘してい るように， 実際の犯

罪は，住宅地で発生しやすいもの，商業地で発生 し

やすいもの，道路，駐車場といったオープンな場所

で発生しやすいものなどがあるため，環境要因とし

て物理的特性だけでなく ，建物や土地の利用形態も

重視する必要がある。さらに，建物の利用形態を対

象とする場合，大都市では建物数が多く，個々の利

用形態を調査することが困難であり，建物の利用形

態そのものも短期間で変動しやすいことから，犯罪

発生を建物や土地の利用形態と の関連できめ細かく

見ていくことは困難である。

筆者らは，建物や土地の利用形態をも含めた形で

GISを利用して分析するには，あ る程度の犯罪発生

件数が確保でき，また建物や土地の利用形態の把握

が容易である地方都市叫が，研究対象として適正規

模であると考えた。このような視点から地方都市で

の犯罪発生と環境要因と の関連についてすでにいく

つか研究を行ってきている (細越 ・Prima・長津 ・

細江， 2004;長津 ・細江 ・細越 ・Prima，2004;いわ

て地域犯罪防止研究調査会， 2004;長津 ・細江 ・細

越 ・Prima・佐藤，2005;長津 ・細江 ・細越 ・

Prima， 2005; 長津 ・細江 ・細越 ・Prima・佐藤，

2006;長津 ・細江 ・細越 ・Prima，2006)。

目的

本研究では， 地方都市を対象に犯罪発生と環境要

因との関連について，特に潔境要因として建物 ・土

地の利用形態に着目する。具体的には，対象地域内

の建物 ・土地利用形態により地域の類型化を試み，

類型別に犯罪発生の傾向を分析する。対象罪種とし

ては，機会犯罪のうち認知件数の最も多い窃盗犯を

取り上げる。5)

分析対象地域の概要

本研究で対象とする岩手県 M市は， 平成 17年の

4)地方都市とは， 地理学において 7大都市圏 (3大
都市閣と札幌，仙台，広島，福岡の各都市圏)以
外に所在する人口 10万人以上の行政市〔奥井，
1994)， あるいは， 大都市圏以外に位置し，かっ
政令指定都市水準以下の都市(長岡， 1992)など
と定義されている。また，地方都市は， 中心市街
地およびその周辺地域，郊外住宅地，農村なと，
多様な空間を内包する場合が多いとされている
(中出， 2003)。

国勢調査によると人口 300，746人， 121，876世帯

(平成 18年に吸収合併された隣接の村を含む)を有

する県の中心都市である(総務省統計局， 2006)。

また， 一般卸小売業やサービス業を中心と する商

業 ・消費都市としての性格が濃く，産業別人口比率

で第 3次産業の占める割合が約 8害IJであり，周辺に

は山林や農地も抱える。本研究では， M市内の中で

もS交番， E交番，M交番の 3交番の管轄する地域

を取り上げる。S交番管轄地域(11町丁目)は，繁

華街，官庁 ・ビル街などを有する M市の中心部で

ある。 E交番管轄地域 (8町丁目)は，M市の交通の

要所となる駅とその周辺の地域である。 M 交番管轄

地域 (5町丁目)は，以前，M市に隣接していた村

で，平成 4年に編入合併により吸収合併された地域

である。旧来からの農村や住宅街が中心であった

が，都市化の進展により新興住宅街，郊外型商業施

設などが増加している地域でもある。これらの 3交

番管轄地域は，いずれも地方都市に見られる特徴を

有しており，岩手県内で刑法犯認知件数の上位を占

める地域であることから，犯罪発生と環境要因との

関連を分析する対象地域として，ふさわしいと考え

られる。

基本データ

本研究で使用する基本データは，環境データと犯

罪データからなる。環境データは，建物や道路，線

路などの住宅地図からのデータであり，犯罪データ

は，分析対象地域を管轄する警察署が認知した刑法

犯データである。分析を容易に行うために，これ ら

のデータを GISで管理 した。GIS内では，環境デー

5)犯罪研究では，従来から犯罪者の特性や異常性の
探究に関心が寄せられている。し か し 犯罪と
は，加害者側の要因のみで成立するも のではな
し被害者， さらには，第三者を含めた環境との

動的関係で生起する行動事象としてと らえるべき
である。 したがって，加害者，被害者，環境のい
ずれに視点を置こうとも，それぞれを切り離して
考えるのではなく ，この関係性の中に位置つけて
研究を行う必要がある (安倍， 1978; Canter & 

Alison， 2000;細江，2001;細江， 2008)。筆者
らは，犯罪発生場面における状況や潔境要因を重
視しつつ，こうした関係性の中に位置つ‘けて研究
を行ってきている(長津 ・細江， 1999)。本研究
も問機の立場から特に機会犯罪といった環境要因
が深く関わると見られる犯罪を取り上げて研究を
行ったものである。
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Table 1 利用形態別建物 ・土地分類表

カテゴリ ー l カテゴリー 2

住居 一戸建て住宅 学生寮

マンション 国際交流会館

高層マンション アノfー卜

ノfンション 貸家

社員寮 ・社宅 下宿

県営 ・市営住宅

小売業 百貨庖 酒屋

スーパーマーケット 食料品庖

コンビニエンスストア 衣料品庖

ドラッグストア 楽器庖

ディスカウントストア スポーツ用品庖

貴金属庖 車販売目

雑貨庖

遊技場 ・ パチンコ庖 映画館

娯楽施設 ・ 麻雀庖 うイプハウス.'f/J，本一lレ

サービス業 景品交換所 レンタルビデオJ古

ゲーム場 リサイクルショップ

カラオケ庖 コインランドリ ー

ポーリング場 美容院 ・理容室

宝くじブース 銭湯 ・サウナ

遊園地 ・動物園

飲食庖 ・ レストラン(食事) 喫茶庖

深夜飲食庖 ・ 飲食庖(飲み屋) ソーフ。ランド

風俗庖 ダンスホール・ディスコ ラフホテル等

テレホンクラブ ストリップ劇場

ノてー・ スナック アダル トショ yプ

ナイトクラブ 個室ビデオ

個室型77ツショ Yヘルス キャノてレー

デリパリー庖(宅配ピザ等)

主として和風(料理屈等)

主として洋風(クラブ等〉

タを線(道路，線路を表現するもの)とポリゴン(市

町村，町丁目，建物などの形状を表現するための閉

多角形状の面)として，犯罪データを発生地点とし

て登録した。これらのデータを同一座標系(日本 19

座標系)で管理する ことによ って，必要なデータを

空間的に検索できるようにした。

なお，本研究では， GISデータベースを構築する

ために ArcGIS8.3(ESRI社)を用いた。環境データ

と犯罪データの詳細は，以下のとおりである。

環境データ

岩手県 M市の平成 14年版ディ ジタル住宅地図

Zmap (Zenrin社)をもとに環境データを構築し

カテゴリ ー l カテゴリ ー2

事務所 ・営業所 事務所(民間)

事務所(法律 ・会計等)

公的機関 ・ 県庁 ・市役所 神社仏閣

教育 ・福祉 ・ 警察 ・消防署 教会(キリスト教)

医療 ・ 交番 ・派出所 教会(新興宗教)

宗教施設 ・ 福祉センター 墓地
金融業 イベント会場 総合病院

公民館 医院 ・診療所

体育館 銀行

児童館 消費者金融

学校(小 ・中・高) 質屋

専門学校 信用金庫 ・組合

大学 ・短期大学 農(漁)業協同組合

塾 ・教室 ATM 
郵便局 無人契約機

美術館 ・博物館 ・科学館

デイケアセンタ ー・ 老人ホーム

宿泊 ・ 駅 駐輪場

交通施設 ・ ノ〈スステーション 廃屋

駐車場 ・公園 ・ ガソリンスタンド 路上
産業胞設等 一般ホテル ・旅館 地下道

ビジネスホテル(小型) 工場

ユースホステル 倉庫 ・資材置場

都市公園 その他

駐車場

た。建物の属性情報には， もともと名称(住宅の場

合は家主の氏名，テナントビルの場合はビ‘ル名およ

び各百舗の名称)が入っているが， これらの情報と

現地調査をもとに， r建物 ・土地の利用形態」の情報

を追加した。建物 ・土地の利用形態の属性は，聖子察

の統計資料の分類を参考に 7つ(住居，小売業，遊

技場 ・娯楽施設 ・サー ビス業，飲食庖 ・深夜飲食

庖 ・風俗庖，事務所 ・営業所，公的機関 ・教育 ・福

祉 ・医療 ・宗教施設 ・金融業，宿泊 ・交通施設 ・駐

車場 ・公国 ・産業施設等)にカテコ‘リー化した (Ta

ble 1)。ここでいう「建物 ・土地の利用形態」とは，

建物 ・土地の詳細な利用内容を示す。テナン トビル

のように，利用形態が複数ある場合，それらをすべ
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て属性情報として記述した。

犯罪データ

平成 14年 1月~平成 16年 12月に上記 3交番

管轄地域内で認知さ れた刑法犯データ (性犯罪を除

く)を収集し， 犯罪発生場所の特定できないデータ

を除き，登録した。データベースには，警察資料に

記載された住所 ・所在地と詳細な発生状況をもとに

おのおのの犯罪発生地点を地図情報として記録し，

それに属性として罪種，手口，被害内容，犯罪発生

年月日 ・時間を付与した。犯罪デ タについては，

窃盗犯のうち (1)事業所対象侵入盗(金庫破り，出

庖荒し，事務所荒し，給油所荒し等)(N= 148)， (2) 

住宅対象侵入盗(空き巣， 忍込み， 居空き)(N= 

114)， (3)乗り物盗(自転車盗，オ ート パイ盗，自動

車盗)(N=2238)， (4)車上ねらい (N=235)，(5)万

引き・ 置引き(N=704)を分析対象データとして使

用した。

分析方法

本研究では，まず，地域ごとの特性を調べ， クラ

スタ ー分析を用いて地域の類型化を試みる。次に，

類型化した地域群の犯罪認知件数を算出する。最後

に，ノンバラメトリック分散分析および多重比較に

より，地域群の犯罪認知件数を比較 ・分析する。こ

れらの分析方法について以下に述べる。

地域の類型化

本研究では，地域を町丁目で区切られた領域と定

義する。 地域の特性については，町丁目ごとに 7つ

の建物 ・土地利用形態の割合を算出し，これを使用

する。ここでは，建物 ・土地の利用形態別の割合を

各町丁目の地域特性(以後，これを「地域指標」と

呼ぶ)と定義し，クラスタ ー分析の変数として使用

する。

地域クラスター別での手口別犯罪認知件数の比較

地域クラスター別での手口別犯罪認知件数の比較

のために，クラスカル ・ウォリスの検定とスティー

ル ・ドゥワスの検定を採用した。前者は，比較する

各群のデータを値の小さいものから順位づけし，各

群の順位を比較する こと により，群間での差を見い

だすものである。後者は対象となる群について，す

べての対比較を同時に検定するための順位を用いた

多重比較法のことである。ここで，犯罪認知件数に

ついて各町丁目の面積の違いを考慮し， それぞれ 3

年間の犯罪認知件数について， 10，000 m2当たりの

手口別件数として計算したもの(以後， これを「犯

罪指標」と呼ぶ)を使用した。

結 果

クラスター分析による地域の類型化

分析対象地域の各町丁目について，それらの地域

指標と各町丁目の面積をもとにクラスター分析を

行った。ここで，面積を取り入れるのは，分析単位

間での面積の違いを考慮する必要性が指摘されてお

り(平岡，2006)，地域の面積が地域特性を表すた

めに重要と考えられるためである。クラスタ ー分析

の結果，分析対象地域の各町丁目を 3つの大きなク

ラスタ ーに分類することができた (Table2)。

クラスタ ーIは 6つの町丁目で構成される。住

居は，他のクラスターよりも少ないことが特徴的で

ある。飲食庖 ・深夜飲食居 ・風俗屈の割合が 20%

超のもの， 小売業も 10%超のものが多く ，遊戯場 ・

娯楽施設 ・サービス業もやや多し、宿泊 ・交通施

設 ・駐車場 ・公園 ・産業施設なども 20%を超える

ものが多く， 他のクラスタ ーと比較して，都市機能

を示す建物が多く存在していることがわかる。これ

らのことから， クラスタ ーIは，総じて商業施設が

多い地域の群であり， r繁華街地域群」と解釈でき

る。

クラスタ ーIIは， 8つの町丁目で構成される。住

居は，次に述べるクラスタ ーIIIほどではないが，

該当する各町丁目ともその割合が 20~50%台と

なっており， クラスタ ーIより も多い。小売業と飲

食庖 ・深夜飲食庖 ・風俗屈は， クラスタ ーIほとで

はないものの， クラスタ ーIIIより もやや多い。事

務所 ・営業所は，各町丁目とも多くが 10%台後半

~30%台を占めており， クラスター 1，IIIよりも多

い。公的機関 ・教育 ・福祉 ・医療 ・宗教施設 ・金融

業は，クラスタ ーIIIよりもやや多く ，クラスター I

とほぼ同程度の数である。このように， クラスター

IIは，事務所 ・営業所が多く，商業施設も住居もク

ラスタ ーIとクラスター IIIの中間に位置すること

から，各種商業施設と住居が混在する「商業 ・住宅

混在地域群」と解釈できる。
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クラスター分析による地域の分類

II III 

地域クラスター
繁華街地域群 商業 ・住宅混在地峡群 住宅中心地域群

目I丁目 ODI OD2 SA1 U OSI E OD3 SA2 K C OS3 ENI EN2 EK OS2 NAK S Y H NI NAG SAN T 

管轄交番 S S s S S E s s S S s E E E 5 E E E E M M M お1 M 

全建物等の数 125 130 122 186 36 152 178 125 119 168 126 37 41 144 135 352 179 196 328 716 1259 2337 1839 2491 

住居 3.20 2.31 13.93 8.60 38.89 4.61 2472 20.00 25.21 29.17 51.59 40.54 51.22 37.50 67.41 75.57 79.89 63.78 59.45 77.37 84.03 80.40 80.26 69.29 

小売業 18.40 13.08 6.56 10.75 13.89 13.16 20.22 6.40 9.24 10.71 6.35 5.41 。4.86 8.89 4.26 1.68 9.69 7.01 1.54 2.14 1.97 2.83 3.61 

物土地建

遊技 ・娯楽 ・
6.40 10.77 1.64 4.84 。6.58 3.37 6.40 3.36 5.36 2.38 2.70 。7.64 0.74 1.99 0.56 3.06 5.18 0.42 1.03 1.45 1.41 2.81 

サービス

飲食 ・深夜飲食 ・
40.00 43.85 21.31 24.73 2.78 16.45 13.48 28.00 6.72 17.26 4.76 2.70 2.44 6.94 1.48 0.28 1.12 1.53 3.96 0.14 0.79 0.94 1.20 1.73 

の風俗庖

形利用態
事務所 ・営業所 8.00 7.69 21.31 8.06 5.56 22.37 16.29 15.20 31.09 16.67 13.49 29.73 36.59 20.14 7.41 5.97 4.47 5.10 7.62 7.54 2.54 4.71 3.37 8.11 

公的機関 ・教育 ・
と福祉 ・医療 ・ 9.60 10.77 9.02 13.98 11.11 11.84 10.11 6.40 7.56 10.71 15.08 8.11 4.88 4.86 1.48 3.41 0.56 4.08 2.74 1.82 2.30 1.97 2.18 2.85 

書£口入11 宗教 ・金融

宿泊 ・交通施設 ・
駐車場 ・公園 ・ 14.40 11.54 26.23 29.03 27.78 25.00 11.80 17.60 16.81 10.12 6.35 10.81 4.88 18.06 12.59 8.52 11.73 12.76 14.02 11.17 7.15 8.56 8.75 11.60 

産業施設等

面積 (m'j 38，164 34，682 53，584 258，170 43，199 342，049 87，332 45，152 47，416 130，923 89，887 67，821 102.489 133，307 47，007 152，265 275，106 116，109 135，769 1，339，985 2，933，702 3，551，718 2，872，257 2，450，522 

Table 2 

〈

o
-
ωhpzo-
-

日建物 ・土地利用形態別の数値は，各町丁目の全建物等の数に対する該当建物 ・土地数の割合を示す。

各地域クラスタ ーの町丁目別の犯罪指標(犯罪件数)

II 111 

地域テ ラスター
繁華街地域群 商業 ・住宅混在地域群 住宅中心地峡訴

UIJT目 OD1 OD2 SA1 U OSI E OD3 SA2 K C OS3 EN1 EN2 EK OS2 J NAK S Y H NI NAG SAN T 

管轄交番 5 S 5 5 s E S 5 s S s E E E 5 E E E E M M M M M 

侵入盗(~)J業所) 2.36 1.44 0.75 0.27 0.23 0.15 1.26 1.11 0.21 0.46 0.67 。0.10 0.45 0.43 0.07 0.04 0.26 0.66 0.05 0.02 0.03 0.02 0.14 

窃1次E 侵入盗(住宅〕
。。。0.04 。0.06 01 0.22 。 01 0.11 。 。0.08 0.21 0.26 0.18 0.69 0.07 0.01 0.05 0.08 0.07 0.09 

の 乗り物総 46.64 57.38 9.89 2.94 4.17 8.71 17.29 5.76 6.54 3.51 3.56 3.39 19.12 3，98 1.28 1.64 0.07 1.38 2.43 0.01 0.23 1.03 0.47 0.84 

手 車上ねらい 1.83 2.02 0.37 0.46 0.23 0.50 0.34 0.89 0.42 0.08 0.56 。0.20 0.53 0.64 0.39 0.04 。0.52 0.04 0.04 0.09 0.12 0.26 
口

じ恒三・iE引き 18.08 45.85 5.97 1.12 0.46 4.53 1.60 2.21 1.69 1.30 0.33 。0.20 0.08 。0.46 。 。0.37 0.02 0.02 0.06 0.41 0.18 

Table 3 

m本研究では，犯罪発生と環境要因との関係を検討していることから， Table 2・3中の町丁目名については，場所を特定されないことを配慮し，上記のとおりとした。
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o 泊四 醐 m-
S交番管轄地減

マト

。制醐 1醐 m・・・・E三三二コ

十

。'"剖 刑罰

・・・・・・E二二二二二~

E交番管轄地織

M交番管轄地域

- 繁華街1似或群 商業・住宅混在地域群 仁コ 住宅中心地域群

Figure 1 分析対象地域の町丁目とその分類結果

クラスタ ーIIIは，11の町丁目で構成される。ク

ラスター 1，IIと比較して，住居の割合が各町丁目と

も50-80%台を占める。また，小売業，飲食庖 ・深

夜飲食庖 ・風俗庖など商業施設の割合は l桁台が

多く ，事務所 ・営業所，公的機関 ・教育 ・福祉 ・医

療 ・宗教施設 ・金融業も少なし、。したがって， クラ

スタ ー凹 は， 住居が多数を占める「住宅中心地域

群」と向平釈できる。

以上のようにクラスタ ー分析の結果 3交番管轄

地域内の各町丁目は，それぞれの地域指標と面積を

もとに「繁華街地域群J，r商業 ・住宅混在地域群J，

「住宅中心地域群」の 3群に再構成され， 類型化で

きた。Figure1は，分析対象地域の町丁目とその分

類結果を図示したものである。

なお，これらのクラスターについては以後， r地域

クラスタ ー」と呼ぶこととする。

地域クラスター別の犯罪指標 (件数)の比較

Table 3は，各地域クラスタ ーに含まれる町丁目

ごとの犯罪指標を示したものである。 Table4は，

これらの犯罪指標(犯罪認知件数)の大小を手口別

でl順位付けし，クラスカル ・ウォリスおよびス

ティ ール ・ドゥワスの検定を行った結果を示したも

のである。

まず，地域クラスタ ー別の犯罪指標を Table4の

平均順位で比較すると，侵入盗(事業所)，乗り物

盗，車上ねらい，万引き ・置引きは，繁華街地域群

で多く ，以下，商業 ・住宅混在地域群，住宅中心地

域群の順に減少する傾向にあった。一方，侵入盗

(住宅)は，住宅中心地域群で多く，以下，商業 ・住

宅混在地域群，繁華街地域群の順に減少する傾向に

あった。また，これら手口別件数の順位をもとに，

クラスカル ・ウォ リスの検定を行った結果，車上ね

らいを除いた各手口の件数の順位において地域クラ

スタ ー間で有意差が認められた。さらに，スティ ー



( 30 ) 応用心理学研究 Vol. 34， No. 1 

Table 4 地域クラスタ ー別での犯罪指標(件数)の比較

II III 
クラスカル ・ウォリス検

繁華街 商業 ・住宅 住宅中心 定による比較
地域群 混在地域群 地域群 (検定統計量う<.05 スティール ・ドゥワスの

地域クラスター
料 t<.OI糾う<.001) 方法による多重比較

N=6 N=8 N=10 (検定統計量う<.05)

平均順位 カイ 2乗 自由度
j斬近

有意確率

侵入盗(事業所) 17.17 14.38 8.20 6.87* 2 0.032 1> II (2.39*) 

窃盗犯
侵入盗(住宅) 7.33 10.25 17.40 9.30* 2 0.010 III > 1 (2.95*) 
乗り物盗 18.83 16.50 5.50 17.17*** 2 0.000 1> III (3.25勺

の II > III (3.55*) 
手 車上ねらい 17.17 13.06 9.25 4.78 2 0.092 
口 万引き ・置引き 20.17 13.19 7.35 12.49** 2 0.002 I>III (3.31*) 

見'表中の数値は，窃盗犯の手口ごとに各地域を件数の少ないほうから順位づけし，それらの順位を各地域クラス
ターごとに平均値化したもの。平均順位の数値の小さい地域クラスターほど犯罪が少なく ，数値の大きい地域
クラスタ ーほど犯罪が多い。

ル ・ドゥワスの検定により多重比較を行った結果，

侵入盗(事業所)の件数は，繁華街地域群>住宅中

心地域群，侵入盗(住宅)の件数は，住宅中心地域

群>繁華街地域群，乗り物盗の件数は，繁華街地域

群>住宅中心地域群，商業 ・住宅混在地域群>住宅

中心地域群，万引 き・置引きの件数は，繁華街地域

群>住宅中心地域群との間でそれぞれ有意差が認め

られた。

以上のことから，侵入盗(住宅)については，住

宅中心地域群で発生が多いこと，侵入盗(事業所)，

万引き ・置引きについては，繁華街地域群での発生

が多いこと，乗り物盗については，繁華-街地域群お

よび商業 ・住宅混在地域群での発生が多いことが明

らかになった。

考 察

本研究での対象地域は，地域指標および面積をも

とに 3地域クラスタ ーに再類型化することができ

た。その結果，M交番管轄地域の町丁目は，すべて

住宅中心地域群に属するが， s交番管轄地域 E交

番管轄地域については， 3つの類型が混在している

ことがわかった。とりわけ E交番管轄地域は繁華街

地域群および商業 ・住宅混在地域群と住宅中心地域

対とが半々の割合であり，交番管轄地域を 1つの単

位として見た場合，地域内に異なった環境が混在し

ていることが再確認された。また，地域クラスタ ー

別の犯罪指標を比較した結果，地域クラスタ ーζ と

に発生しやすい窃盗犯手口が異なることが見いださ

れた。以下，地域クラスタ ーごとに発生しやすい犯

罪の傾向について考察する。

まず，繁華街地域群については，侵入盗(事業

所)，万引き ・置引き，乗り物盗の発生が多いことが

特徴的であり，車上ねらいの発生についても多い傾

向がある。繁華街地域群には，多数の小売庖，飲食

j古などがあり，犯行対象となる財物も多く存在す

る。また，同地域は，昼夜間わず人が自由に行き来

できるなど他の地域と比較して匿名性の高い空間で

あり，接近が容易であることが背景にあると考えら

れる。自転車盗が中心の乗り物盗については，多く

の人が利用する商業施設があるだけでなく ，交通の

要所も多いため，犯行対象となる乗り物が多数存在

することも特徴といえよう。車上ねらいについて

は，発生の地域群問での有意差は認められなかった

が，これは，昨今の郊外型の駐車場付き商業施設の

増加により犯行機会が増加していることによるもの

と思われる。 したがって，車上ねらいの発生に影響

する環境要因については，町丁目レベルだけでな

く，よりミクロなレベルで‘の環境要因の検討が必要

である。

住宅中心地域群について特徴的な犯罪手口は，侵

入盗(住宅〉である。住宅中心地域群は，主に郊外

の一戸建てを中心とする住宅が多数集合する地域で

あり，各住宅内には，現金を中心に多くの財物が存

在する。このような地域は，商業施設が多い地域よ

りも一般的に匿名性は高くないが，都市的生活様式

への移行により近隣関係は弱体化しており，外部か
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らの住宅への容易な接近を可能にしている。また，

多くの住宅では，セキュリティ設備が商業施設ほど

十分に整備されておらず，夜間や外出時の無施錠の

割合も比較的高いと考えられる。

商業 ・住宅混在地域群での犯罪発生の特徴は，い

ずれの犯罪においても繁華街地域群における犯罪発

生の特徴と住宅地域群における犯罪発生の特徴を併

せ持っているということである。この地域特有の犯

罪があるというよりは，ま さに商業 ・住宅混在地域

群という中間的な地域特性を反映したものであると

いえよう。

以上の傾向は，これまでの交番管轄地域単位で

も，ある程度把握可能であることは否めないが，本

研究のように地域クラスター別に比較することで，

さらに，その傾向を明確に示すことができたといえ

る。

次に，本研究の結果を先行研究との比較で考察す

る。横田ほか (2000)は， ひったくりが人口の密集度

の高い地域や商業地域で発生しやすいこと，小俣 ・

天野 (1999)は，道路や駐車場といったオープンな

場所で乗り物盗や非侵入盗の発生が多いことを報告

している。これらは，犯行対象となる財物が潜在的

に多数存在し，公共空間とい う匿名性の高さが窃盗

犯遂行の機会を生み出すとことを示唆しており，本

研究での繁華街地域群に見られる地域特性と一致

し，建物 ・土地の利用形態による地域の類型化の有

効性を示唆するものである。また，清水 (1999)は，

交番所管区別での窃盗犯の発生率の分析から侵入盗

(住宅)と非侵入盗とでは発生の分布や規則性が異な

ることを示している。本研究でも，侵入盗(住宅)の

みが他の手口とは， 発生の分布や地域特性が異なっ

ており， このことは，同じ窃盗犯でも手口別で詳細

に検討することの必要性を改めて示すものである。

本研究は，町丁目という，より小さな集計単位で，

しかも，建物 ・土地の利用形態とい った地域特性と

犯罪発生と環境との関連性を GISによる定量的で，

再現可能な方法で検証できた点で有意義であるとい

える。ま た，響察の捜査や犯罪抑止の実務では 1

つの交番管轄地域といった枠組みではなく，地域の

特性と犯罪との関係を考慮、し，優先順位をつけたパ

トロール活動の必要性を示唆する。GISは，こうし

た諸問題を解決するための重要なツ ールとして，今

後，活用が一層進められると考える。

一一市画 面開

本研究では，犯罪発生と環境要因との関連につい

て分析を行うため，町丁目ごとに建物 ・土地の利用

形態と当該地域の面積を変数として，クラスター分

析により地域の類型化を行った。その結果，本研究

の対象地域は， I繁華街地域群J，I商業 ・住宅混在地

域群J，I住宅中心地域群Jに再分類でき，それぞれ

の地域群で発生しやすい窃盗犯の手口が異なること

が示された。このことは，市町村や交番管轄地域な

ど広いレベルの地域の中に異なった環境特性と犯罪

発生傾向を有する地域がいくつか混在していること

を示したものである。犯罪への取り組みについて

は，通常，市町村や交番管轄地域といった広い行政

的な枠組みで・の対応が中心となっている。 しかしな

がら，本研究の結果は，地域を既存の枠組みでとら

えるのではなし各地域内でもさまざまな環境特性

の違いに着目しながら，きめ細かな犯罪抑止活動を

行っていくことが必要であることを示唆するもので

ある。

本研究では，分析の単位として町丁目を採用し

た。町丁目は，集計単位として適正規模と考えられ

るが，あくまでも行政的な地区単位であり，住民に

その区域が明確に意識されているわけではない。実

際の犯罪は， IIIJ丁目の境界で発生することもあるこ

とから，行政単位にとらわれない，住民たちの意識

により近い単位で分析地区を設定することが望まれ

る。今後，近隣や特定場所レベルでの環境要因の定

量化を含めた新たな分析手法の構築も必要と考えら

れる。そのためには，定点レベルでの犯罪発生位置

とその環境に関する詳細なデータの蓄積が欠かせな

し、。
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